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PARTⅠ：中国知財保護の最新事例 

1．Mary Kay 社、行政訴訟に勝利＝類似商標の登録を阻止に（HFG代理事件） 

係争商標                 引証商標 

     V.S.     

区分 23                   区分 3 

2017 年 1 月、北京市第一中級人民法院は、第

8421619 番「玫琳凯」商標に対し、登録を却下す

る判決を下した。本事件の係争商標は、2010 年 6

月に区分 23（織物用の糸）で出願されており、Mary 

Kay 社により区分 3で登録された商標「玫琳凯」（引

証商標）に高度的に類似している。 

原告は、係争商標に対する異議申立、無効審判に

おいて、商標権と商号権の先願事実、及び係争商標

の登録による悪影響を主張したが、中国商標局及び

商標評審委員会で認められなかった。 

HFG は本件の訴訟代理を引き受けた後、原告所 

有商標の「馳名商標」認定事実を中心として訴訟戦

略を調整し、大量な証拠を収集した。結果、北京市

第一中級人民法院は、原告が主張した事実と理由を

認め、①原告Mary Kay 社は化粧品産業における大

手企業となり、本事件における引証商標である「玫

琳凯」を馳名商標として認定し、他区分保護に適用

する、②係争商標は引証商標に対するコピー・模倣

となり、係争商標の使用は、公衆において原告との

何らかの関係が存在するよう混同を引き起こし、原

告の権利を侵害するものになる、と判決を下した。 

【HFG’s Comments】 

本事件、すでに不利になった異議、無効の結果を踏まえて、勝利を目指すために訴訟戦略を調整したの

はポイントです。行政手続きの段階において、商標局も、商標評審委員会も、区分 23に属する紗、糸な

どは最終的製品にならず、主に生産メーカから購入されているものであり、指定商品、販売ルート上にお

いて、原告の所有商標に対する混同を引き起こさない観点から審決を下しました。この難点を克服するの

は重要です。時には、商標局、商標評審委員会、裁判所が納得しやすい切り口を柔軟に表現することは大

事であろう。 
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2．HUAWEI、ZTE、特許訴訟を中止に＝海外進出に集中するための一時休戦か 

  V.S.     

2016 年 11 月 3 日、中国の通信大手である

HUAWEI（華為）社と ZTE（中興）社は、北京市

高級人民法院で訴訟中止の協議を締結し、両社間の

中国における全ての特許訴訟、特許無効審判に関し

て和解の一歩を踏み出した。そして 2017 年 1 月

17日、北京市高級人民法院は、HUAWEI 社による

提訴撤回を認めた。これで、両社間の数十件の知財

紛争は一時休戦状態になった。 

HUAWEI 社と ZTE社は、通信設備から個人モバ

イル端末まで、国内から海外まで、激しい競争を展

開している。特許出願においても、両社の競争が目

立っている。2017 年 1 月 20 日まで、両社が所有

する特許は以下通り。 

2016 年 11 月 3 日、中国の通信大手である

HUAWEI（華為）社と ZTE（中興）社は、北京市

高級人民法院で訴訟中止の協議を締結し、両社間の

中国における全ての特許訴訟、特許無効審判に関し

て和解の一歩を踏み出した。そして 2017 年 1 月

17日、北京市高級人民法院は、HUAWEI 社による

提訴撤回を認めた。これで、両社間の数十件の知財

紛争は一時休戦状態になった。 

HUAWEI 社と ZTE社は、通信設備から個人モバ

イル端末まで、国内から海外まで、激しい競争を展

開している。特許出願においても、両社の競争が目

立っている。2017 年 1 月 20 日まで、両社が所有

する特許は以下通り。 

【HFG’s Comments】 

ハイテック企業による特許戦争は目立つものです。特に携帯端末の分野で、現在中国において実用新案

と意匠に対し実質審査を行わない背景、衝突している特許が多々存在しており、特許紛争が終わらない状

況です。HUAWEI 社と ZTE 社は、どちらも業界大手で、特許紛争において勝負が繰替えています。この

状況、和解戦略を選ぶのは、双方にとってのウィン・ウィンとなり、国内の製品販売を維持しながら、海

外進出に集中できるという大きなメリットがあります。一方、このような和解が実現できる前提は、お互

いにコア技術を含む大量な特許を所有することになります。数多くの特許によりパーテントプールを構築

するのは、企業にとって紛争解決において常に有利な場に立つポイントになろう。 
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3. IPRDaily 、2016 年の中国十大知財権保護事件を整理 

 

2016 年は、中国における知財保護にとって、変化を迎えた年である。複数の典型的事件は、この年で

最終判決を迎えた。これらの事件において、中国知財保護における前向きな方向を意味するものが多々存

在する。近日、IPRDaily は 2016 年の十大知財権保護事件（以下「十大事件」と略す）を整理し公表し

た。以下、「十大事件」をコメント付きでご案内する。 

【事件①】「乔丹」商標紛争事件 

【事件概況】 

2012 年、伝説バスケットボール選手であるマイ

ケル・ジェフリー・ジョーダン氏は、姓名権侵害を

理由にして、中国商標評審委員会に「乔丹」、

「QIAODAN」など商標の登録取消を請求した。し

かし、審判の結果、該当商標の登録維持になった。

その後、裁判の道を歩んだジョーダン氏、一審、二

審で敗訴し、最高人民法院に控訴した。結果、2016

年 12 月 8日、最高人民法院審判所は、商標評審委

員会による審決を取り消す判決を下した。 

【HFG’s Comments】 

本件は、多国籍企業が中国市場で直面する知財権

侵害問題、かつ一部中国企業における知財意識、法

律意識の不足を反映したものである。最高人民法院

は、本件の裁判、判決宣告を公開し、中国司法にお

ける透明度、公正度を示す姿勢を見せるための模範

判例にしている。そして本件において、自然人の姓

名権を商標法に適用する「在先的権利」の要素とな

る点、国民と外国人の姓名権保護が重視される点

は、いずれも今後の参考になるものである。 

【事件②】「中国好声音」番組名称の紛争事件 

【事件概況】 

2016 年 6月、北京市知的財産権法院は、唐徳公

【HFG’s Comments】 

「中国好声音」は、中国において高い人気と知名
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司の請求を認め、燦星公司に直ちに同社のオーディ

ション番組で「中国好声音」、「the Voice of China」

に係る番組名称、商標の使用を停止する保全処分を

下した。燦星公司は保全異議申立を請求したが、

2016 年 7月に却下された。その後、燦星公司が制

作した「中国好声音」番組は「中国新歌声」に改名

した。 

度を有するオーディション番組です。同番組に係る

知財紛争は中国において注目を浴びた。「中国好声

音」を巡る紛争は複数（北京で 2件、香港で 1件）

発生しており、複雑な事情を抱えたものです。テレ

ビ番組の分野では、現在、国外の制作案を導入する

ケースが多く、番組名称の設計からコア内容の改変

までのローカル化において、知財侵害行為の認定基

準、契約解釈などの面で明確にしなければならない

点が多々存在する背景で、本件の流れは今後の参考

になる。 

【事件③】握奇公司USB key 特許紛争事件 

【事件概況】 

2016 年 12 月 8 日、北京知財裁判所は、一審で

恒宝股份有限公司（以下は「被告」）の対北京握奇

数据系统有限公司（以下は「原告」）の発明特許権

侵害行為が成立し、被告が原告に経済損失賠償金

4,900 万元、合理的な弁護費用 100 万元を支払う

判決を下した。本件は、北京知財裁判所の設立以来、

賠償金額の最高記録になった。また、本件の判決書

において時間単位で弁護費用を計算することが初

提起されており、「代理の必要性・案件の難易度・

弁護士の苦労」という認定三要素審が確認された。 

【HFG’s Comments】 

当面、知財紛争事件における賠過少な賠償額は、

中国知財裁判制度にとって解決すべき難題の一つ

だと言われている。本件、裁判所は、原告が主張し

た被告による侵害品の販売量を合理的な利潤率に

かける計算方法（英米法係の「証拠開示」制度を参

考にしたもの）を認め、4,900 万元の損害賠償額を

認定した。また、本件の判決で事件の代理困難度、

弁護士の作業量など要素を考慮し、時間単位で弁護

費用を計算する方法が認められており、合理的な弁

護費用も賠償の認定範囲に適用される点は、過去を

突破した点である。 

【事件④】NEW BALANCE 商標権侵害事件 

【事件概況】 

2013 年、周楽倫氏（原告）は、New Balance

【HFG’s Comments】 

本件の二審、原告側から「資産評価レポート」な
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社（被告）による対「百倫」、「新百倫」登録商標（周

氏による登録商標）の侵害行為に対して、広州市中

級人民法院に提訴し、①被告が直ちに侵害行為を中

止する、②9,800万元の経済損失賠償、を要求した。

一審で、原告の主張が認められた。9,800 万元の賠

償に直面した被告は、控訴を行った。二審の結果、

被告による侵害行為が成立したが、経済損失賠償額

が 500 万元に引き下げた。 

ど証拠を提出し、被告の侵害行為による収益を証明

したものの、被告が所有する英語商標が高知名度、

高品質を意味する事実が総合的に考慮された結果、

経済損失賠償額が一審の9,800万元から500万元

に引き下げられた。このような金額認定方法は、今

後の判決に影響を与えるものになる。また、本件は、

外国語商標を十分に注意したが、中国語商標に油断

した多国籍企業にとっての警告にもなる。 

【事件⑤】江蘇衛星テレビ局の「非誠勿扰」商標侵害事件 

【事件概況】 

金阿歓氏（原告）は、2009 年 2 月 16 日に区分

45 で「結婚相談所における異性の紹介」、「異性の

紹介」の役務で「非誠勿扰」商標を登録した。2010

年 1月 15日、江蘇衛星テレビ局（被告）は婚活番

組「非誠勿扰」を放送し始めた。2013年 2月、原

告は商標侵害を理由にし被告及び被告と業務提携

している婚活サイト「珍愛網」を起訴した。一審の

結果、被告による侵害行為が成立しない判決となっ

たが、二審の結果、被告が直ちに「非誠勿扰」の使

用を停止する判決となった。そして、2016 年 12

月 30日、広東省高級人民法院は、二審結果を取り

消し、一審結果を維持する判決を下した。 

【HFG’s Comments】 

「非誠勿扰」は中国の人気婚活番組で高い知名度

を持っており、公衆において本件に対する関心度も

高い。本件の焦点は、被告による該当商標の使用は、

原告が指定した役務に該当する可否かになる。本件

の二審で、裁判所は番組の目的、内容、方式が全て

婚活に関係する観点から、①被告による侵害行為の

成立、②被告が知名度上の優勢を利用し、公衆にお

ける商標所有権に関する逆混同を引き起こした、と

判決を下した。二審の判決、及び最終審の結果は、

テレビ番組分野において、今後に影響を与えるもの

になる。 

【事件⑥】「家家 JIAJIA 及図」商標権紛争、北京知的財産権法院初の偽証処罰に 

【事件概況】 

1999年、北京家佳康飲料食品有限公司は区分29

で商標「家家 JIAJIA 及図」を登録した。該当商標

【HFG’s Comments】 

本件は、北京知的財産法院において、初の偽証処

罰となった。商標権の所属が当事者の利益に直接関
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は 2004 年に、李某・白某（以下は「第三者」と略

す）に譲渡された。そして、2014 年 4月、福建千

川公司（以下は「原告」と略す）の請求により、該

当商標が登録取消とされた。第三者はこの決定に不

服し、決定取消審判を請求した結果、該当商標は「食

用油」で維持した。原告はこの審判結果に不服し、

行政訴訟を提訴した。裁判中、第三者は証拠偽造行

為で、1万元の罰金処罰になった。 

係しており、商標の行政訴訟事件において、当事者

から偽証を提供する情況が存在している。特に商標

3年間不使用取消に係る事件において、偽証問題が

厳重である。本件は、事件当事者、代理者にとって

信義誠実原則を重視し、偽証行為の撲滅を強調する

事例となる。 

【事件⑦】対「IQIYI」広告遮断の不正競争事件 

【事件概況】 

中国動画サイト大手「IQIYI」（中国語で「愛奇芸」、

以下は「原告」と略す）は自払いで著作権許可料を

負担しながら、ユーザーに無料な動画サービスを提

供しており、広告収入で利益を確保している。一般

ユーザーは、広告の放送後に無料な動画内容を視聴

することになるが、聚網視公司（以下は「被告」と

略す）がソフトウェアを開発し、原告の暗号化計算

方を解読することで事無料動画前の広告を遮断し、

無断に原告の動画リソースにリンクすることを実

現した。この行為に対し、原告は被告を起訴した。

一審の結果、被告が原告に経済損失賠償金30万元、

合理的な費用 6万元を支払う判決となった。そして

終審も一審の結果を維持した。 

【HFG’s Comments】 

本件は、中国の裁判所において、動画サイト広告

を遮断する行為が不正競争として認定された初の

判例になる。被告が開発した「VST」ソフトウェア

による、①原告サイトの広告を遮断する、②無断に

原告サイトの動画リソースにリンクする、行為は、

2016 年 9月 1日に公布された「インターネット広

告管理暫定弁法」に適用される。本件は、動画サイ

ト分野において、今後の裁判に影響を与えるものに

なる。 

【事件⑧】Abbott（雅培）独占禁止事件（個人消費者起訴） 

【事件概況】 

2013 年 2月、田氏（以下は「原告」と略す）は

【HFG’s Comments】 

本件は、「独占禁止法」の施行以来、有数の個人
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カルフールでAbbott特殊調整粉ミルクを1個買っ

た。2013 年 7 月、Abbott 社は主力シリーズ製品

の価格を引き下げを公表した。2013年 8月、国家

発展改革委員会はAbbott 社の行為が消費者権利と

社会公益に侵害したものと認定し、処罰を下した。

原告は、発展改革委員会の処罰決定を根拠にし、同

処罰決定がAbbott 社とカルフールが不正な独占価

格を設定し、消費者に強制的に高値の粉ミルクを購

入させることを示しており、独占禁止に違反する理

由で Abbott 社とカルフール社を起訴し、賠償を要

求した。結果、原告の主張は認められなかった。 

消費者による後継訴訟（即ち行政機関が独占行為を

認定し、処罰を下した後、利益関係者が独占行為者

に対し起訴すること）事件である。また、本件の原

告は、該当製品をスーパー経由で購入した間接消費

者である。間接消費者である個人消費者が企業に対

し独占禁止を理由にして提訴し、民事訴訟資格が認

められた点は、過去を突破した点である。本件、原

告が負けたが、将来、個人が独占禁止事件で企業に

勝つ可能性も浮上するものであろう。 

【事件⑨】山東省作家協会主席の著作権侵害事件 

【事件概況】 

書生公司（以下は「被告」と略す）は、山東作家

協会第 6期の委員会主席団主席である張炜氏（以下

は「原告」と略す）の作品を無断にデジタル化し、

「書生の家デジタル図書館」サイトに公開した。原

告はこれに対し、著作権侵害の理由で被告を起訴し

た。一審の結果、裁判所は 30 元/1,000 文字の認

定基準で被告が原告に賠償金 1 万元を支払う判決

を下した。原告は一審判決に不服した。二審の結果、

賠償金は一審の 10 倍である 300 元/1,000 文字の

基準で認定された。この基準は、同じく被告による

対中国作家協会の副主席•北京作家協会主席である

劉冠軍氏の著作権侵害事件で応用された。 

【HFG’s Comments】 

今まで、本件の様な事件は、過少な賠償額が認定

されたのは普通である。なお、本件において、侵害

行為に対する処罰を強化する観点から、原稿報酬の

基準で賠償金額を認定した。この点は、今後の事例

に影響を与えるものになる。 
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【事件⑩】管轄問題で代理弁護士を批判した裁定書 

【事件概況】 

2016年7月、（2016）京73民初182号と（2016）

京 73 民終 29 号事件裁定書において、被告及びそ

の代理弁護士に対して批判した表現が明記されて

いる。「該当弁護士は代理人として訴訟に参加する

状況で、全く関係のない法律に適用し管轄権異議を

申立したのは、明らかに軽率かつ無責任な行動」、

「2 人の弁護士が代理人として......二審の過程で

何度も本件を管轄権のない北京市第三中級人民法

院に移行することを請求したような不可解な行為

を取っている。当事者の訴訟コストを増やしたのみ

ならず、、貴重な司法資源を浪費した......」という

明らかに弁護士を批判した内容は、法曹界で激しい

議論を引き起こした。 

【HFG’s Comments】 

本件、裁定書の表現は裁判官、弁護士の両側で激

しい論議を誘発した。殆どの事件において、管轄権

の所属に関して論議の空間が存在している。この背

景、実務上、管轄権異議による時間稼ぎ戦法が珍し

くない。特に被告の弁護士にとって、管轄権異議に

よって時間稼ぎするのは、委託人の利益を最大化す

るための正当な考慮だと言われている。法律を適用

した管轄権異議申立に対しては、先入観を持って判

断することではなく、客観的に対応すべき、非難ま

でに至らないものであろう。 

 

4. 旧正月の準備となる年越し用品販売に問題多発 

中国人にとって、旧正月のために年越し用品を購

入するのは重要なことである。良い旧正月を過ごす

ために、贅沢でも買うのは、一般消費者の考えであ

る。一方、この機会を利用し不正品を販売する業者

も存在している。2017年 1月、北京市豊台区人民

法院と北京市第二中級人民法院は、2件の年越し用

品に関連する事件を処理した。 

①全聚徳北京ダックの模造品事件 

白氏（被告）は、豊台区長辛店鎮のある賃貸屋を利

用し、安価で品質保証のない食材を購入し、「全聚

徳」ブランドの北京ダックを模造し、計 68 万元の

侵害品を販売した。被告が逮捕された現場で、計

696 個の「全聚徳」北京ダック模造品が発見されて

おり、その他、「全聚徳」商標を印刷した包装材も

多数発見された。取調べにおいて、被告は利益を追 
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求するため

に、年越し用

品の人気物

である「全聚

徳」北京ダッ

クの模造品

を製造・販売した事実を認めた。本事件を対処する

スタッフによると、食品安全は中国の国家方針とな

り、このような食品模造品事件は徹底的に撲滅す

る。また、旧正月という大事な時期で、安値を追求

せず、正規なルートを通じて品質保証措置が完備さ

れているブランドのある食品を購入することを推

賞するという。 

②期限切れビールの販売事件 

楊氏（原告）はスーパーマーケットで期限切れビ

ールを購入した。それに気付いた原告は、スーパー

マーケットを起訴し、10 倍賠償金を要求した。一

審の結果、原告の10倍賠償金の要求は認められた。

その後スーパーマーケットは不服し、北京市第二中

級人民法院

に控訴した

結果、一審

結果を維持

する判決と

なった。 

【HFG’s Comments】 

中国の司法実務において、食品品質問題と商標侵害問題に対して、消費者が要求できる賠償金額が異な

ります。期限切れなど食品品質問題に対して、消費者は「食品安全法」に適用して該当商品売値の 10倍

の賠償金請求を要求できます。模造品など商標権侵害問題に対して、消費者は「消費者権益保護法」に適

用して 3 倍の賠償金を要求することができます。ですので、食品の模造品問題に直面した場合、適切な

法律に適用し、消費者の権利を最大限で保護することも大事です。 
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PARTⅡ：中国知財制度の最新動向 

5．中国商標局、「商標審査及び審理基準」を改正に 

2017 年 1月 4日、中国商標局は公式サイトで新

たに改訂した「商標審査及び審理基準」（以下は「基

準」と略す）を公布した。「基準」は、「商標法」第

三次改訂の内容を適用し、実務上で商標審査・審理

の規範かを図るものである。「基準」は、前バージ

ョンに基づき大幅に改正されたもので、以下に一部

の変更点を紹介する。 

1．音声商標の審査基準の明確化。例えば、音声商

標を音楽性質、非音楽性質、音楽性質と非音楽性質

を兼ねるものと区分した。 

2．出願者に法定期限内に出願商標に対する説明・

補正を要求する審査意見書の適用範囲の明確化。 

3．商標代理機関に対する形式審査を追加する。例

えば、商標代理機関による代理サービス以外の商品

もしくは役務の出願は、不受理とされる。すでに受

理されたものは、審査中に拒絶すると明記した。 

４．「商標法」第五十条の適用基準の明確化。例え

ば、三年間不使用取消とされた商標の元出願者によ

り、該当商標を新たに出願する場合は、1年間制限

に適用しない。 

５．特定関係者による商標冒認出願の判断基準の明

確化。 

６．利害関係者の認定基準の明確化。 

７．立体商標に対する審査基準の明確化。例えば、

機能性を持つ立体形状の判断基準など。 

また、「基準」は、「商標としてはいけないマーク

の審査」、「商標として使用してはいけない関連標

示」などについて改訂した。特に、商標類似性審査

に関する詳細内容を大規模な調整を行った。 

全体的から見ると、「基準」は改定点が多く、商標

審査及び審理における方向を指導したものだと思

われる。 

【HFG’s Comments】 

旧「商標審査及び審理基準」は、2005 年 12 月に施行されたもので、すでに 10 年間以上そのままに

なっていました。中国経済発展を伴う巨大な商標出願量を背景にして、旧「基準」はすでに現状に相応し

くなくなっており、特に最近 2年間の審査実務において、すでに旧「基準」を適用せず、円滑に対応した

事例が確認されています。今回公布される新「基準」は、「商標法」第 3 次改訂の内容を適用し、大幅な

改正を行われたもので、今後の長い期間で、中国の商標審査・審理業務のガイドラインになろう。 
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6．中国商標局、商標証発行に関する新規定を公布＝発行効率を向上に 

2016 年 12月 30日、中国商標局は、「商標登録

証発行方式及び内容・レイアウトなどの改善事項に

関する公告」を公布した。同「公告」によると、2017

年 1 月 1 日より、中国における商標証の発行にお

いて、以下の改善が行われる。 

１．商標登録出願者は、直接もしくはオンラインで

商標登録請求を届出すことが可能になる。該当請求

が承認された場合、商標局は「商標登録証受領通知

書」を発行せずに、直接に登録請求者宛に「商標登

録証」を発行し郵送する。（なお、地方受理所に請

求を届出した場合、受理所から「商標登録証」の発

行を代行する） 

２．「商標登録証」のレーアウトは、両面印刷から

片面印刷に変更する。 

３．「商標登録証」のラミネート処理は廃止する。 

中国「商標登録証」サンプル 

 

【HFG’s Comments】 

実務上、中国における商標登録は、登録が許可された時点から、商標登録証を受領した時点まで、約 4

ヶ月間掛かります。この点はあまりにも時間が長すぎると非難されていながら、昨年に商標登録証の用紙

難というトラブルが発生しました背景で、今回「公告」の公布は、事態を挽回し「商標登録証」発行の効

率向上を図るものです。「商標登録証受領通知書」発行の廃止は、手続きの簡素化となり、片面印刷への

変更は、商標権者によるスキャン作業の利便化を図るもので、ラミネート処理の廃止は作成期間の短縮に

繋がっています。 

HFG 法律事務所 

2017 年 1月 31日 
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弊所概況  

HFGは 2003年以来、高度一体化された中国・外国籍専門家チームの共同経営する法律事務所として、世界

各産業のクライアントに高基準、高品質のサービス提供しております。HFGはクライアントのニーズを十分

理解したうえ、クライアントの最大商業利益を追求しています。現在、HFGは三つの組織で構成されており、

それぞれ恒峰法律事務所、恒方知識産権咨詢有限公司、及び上海衡方知識産権代理有限公司になります。

HFGは北京、上海の 2本部体制でサービスを提供しております。 

 

HFGは長年で実務経験を積上げており、深く多様な知識に多言語で対応していることを目指しています。中

国の各省、直轄市、自治区等の司法、行政機関と効率のあるコミュニケーションを取っており、クライアン

トのために多方面、多角度から知的財産権業務を進んでおります。HFG は知的財産権に関する訴訟•非訴訟

案件、ビジネス及びコーポレートのリーガルサービス、ライセンス取得、特許技術の収益化など専門分野を

集約して、無形資産を重視するクライアントのためにワンストップソリューションを提供できます。HFGは

IT•通信、機械・設備、石油化学、ワイン•雑酒、ファッション、化粧品、小売•電子商取引、食品・医薬品

など様々な産業のクライアントにサービスを提供しております。 

 

HFGが代理した案件は、数年連続で中国公安部の「十大典型的案例」及び「五大経典的案例」、中国外商投

資企業協会優質ブランド保護委員会の「中国知的財産権案件ベスト 10」、複数の省の中級、高級人民法院

の「年度典型訴訟案件」に入選されました。HFGは長年の努力により数年連続で数多くのグローバルクライ

アントより当年度の「最優秀知的財産権サービス提供者」を受賞しました。2010 年以来、HFGは「Legal 500」

より数年連続上海地区で知的財産権業務「第一位」に入選しました。「知的財産権管理」からの推薦を得ま

した。チェンバース法律評価機構及び「世界商標評論 1000 強」からの評価を得ています。 

 

 

本号について、ご不明な点がございましたら、ご遠慮なく以下にてお問い合わせください。 

Tel：+86 21 5213 5500 

Fax：*86 21 5213 0895 

Mail：hding@hfgip.com、lli@hfgip.com、Hfg_china@hfgip.com 
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